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第６章 継続災害への対応方針 

第１節 継続災害への対応方針  

 

霧島火山の噴火は過去の経緯等からみて長期化することは考えにくいが、長期化する場合は

県及び町は、被災の状況、噴火等の動向を勘案しつつ、安全対策を含む復興計画を必要に応じ

作成する。 

１ 避難対策 

県及び町は、気象庁より火山噴火等が長期化する等の発表を得た場合、また土石流の発生の

おそれがある等の火山現象に関する情報を関係機関及び住民に迅速かつ的確に伝達するための

体制を整備するとともに、避難誘導体制の強化を図る。 

また、火山噴火等により、土石流等が長期的に反復するおそれがある場合には、住民等の一

時的避難施設の建設を行う。なお、火山噴火等が長期化した場合には、火山の活動状況を考慮

しつつ、状況に応じた避難指示等、警戒区域の設定等、警戒避難体制の整備に努め、かつ、警

戒区域の変更、状況の変化に応じた警戒避難対策に対し、適切な助言を行うなどの支援に努め

る。 

２ 安全確保対策 

県及び町は、国等の協力のもと、火山災害の状況に応じ、泥流土石流対策等適切な安全確保

策を講ずる。 

火山噴火等が長期化、反復するおそれがある場合には、県及び町は、安全な場所に仮設住

宅・公営住宅の建設や仮設校舎等の建設に努める。 

また、国の協力のもと復興計画に基づき、必要な場合には、土地の嵩上げ等による宅地の安

全対策、道路の迂回・高架化等、発災直後から将来の復興を考慮した対策を講ずるよう努める。 

３ 被災者の生活支援対策 

県及び町は、火山災害の長期化に伴い、地域社会に重大な影響が及ぶおそれがあることを勘

案し、必要に応じて、災害継続中においても、生活支援、生業支援等の被災者支援策や被災施

設の復旧その他の被災地域の復興を図るための措置を国（厚生労働省、中小企業庁、農林水産

省、国土交通省、文部科学省）に要請し実施する。 

 


